






1 小口零細資金

運転
設備

2,000万円 2.0% 1.7% 0.3 % ７年以内
（据置６か月以内を含む）

ーサ・売小・売卸　、下以人02は）む含業産動不・業送運・業設建（等業造製が数員業従 ◇
ビス業は 5人以下であること

融む込し申回今と高残資融のそ、は方るいてけ受を資融付証保のらか会協証保用信に既 ◇
資額の合計が 2,000 万円以下であること

必要
※２

【従業員数について】
1頁の※ 1参照

【必要書類】
6～ 7頁参照
（創業支援資金は９頁参照）

【返済方法】
等均金元月毎らか後過経間期置据 ◇

返済または一括返済
◇創業支援資金は据置期間経過後
　毎月元金均等返済

【信用保証料】
信用保証料は自己負担
※ 2
小口零細資金は、東京都保証料補助
（1/2）制度が適用される場合あり
※３
創業支援資金は、東京都保証料補助
（2/3）制度が適用される場合あり

【連帯保証人】
（法人）原則代表者個人
（個人）原則不要
信用保証協会等・金融機関等の審査
により追加で必要な場合、又は不要
な場合あり

【担保】
必要な場合あり

【適用金利】
◇固定金利
◇利率は融資実行時点の利率を適用

【貸付形式】
証書貸付

2 事業資金 2,000万円 2.2% なし 2.2 % ７年以内
（据置６か月以内を含む） ◇特になし 必要な

場合有

3 景気対策緊急資金 2,000万円 2.2% 1.8% 0.4 % ７年以内
（据置 12か月以内を含む）

◇同一事業を引き続き 3年以上営んでいること
前年3しいな前年2はたま年前が益利総上売はたま高上売の間年1はたま間月か3近最 ◇

の同期に比べて 3%以上減少していること
以円万000,2が計合のと高残資融の）了終てに分付受月3年4和令（金資善改力活営経 ◇

内であること

必要な
場合有

4 事業転換多角化資金 5,000万円 2.3% 1.7% 0.6 %
運転資金を含む場合 9年以内
設備資金のみの場合10年以内
（いずれも据置 6か月以内を含む）

在現はたま、とこるす施実を業事なた新、し止廃を部全はたま小縮を部一の業事の在現 ◇
の事業を継続しながら、新たな事業を実施すること

◇面談予約が必要です

必要な
場合有

5 経営改善借換資金
借換

（追加で運転
・設備可）

4,000万円
（うち追加は
2,000 万円以内）

2.2% なし 2.2 % ７年以内
（据置なし）

◇区の制度融資を利用し、元金の返済が 12か月以上継続していること
◇本制度の利用により月々の返済が軽減されること
◇一本化できるのは区の制度を利用し、同一金融機関から融資を受けたものであること
◇本制度を利用して借換したものを再借換することは不可

必要な
場合有

6 省エネルギー対策資金 設備 2,000万円 2.2% 2.0% 0.2 % ７年以内
（据置６か月以内を含む）

設・入購を》1※《等器機ーギルネエ省るす定指の課策対機危候気　部策政境環区谷田世 ◇
置（両方・片方いずれも可）する事業者であること

必要な
場合有

7 創業支援資金
運転
設備

2,000万円 2.0% 1.8% 0.2 % ７年以内
（据置 12か月以内を含む） ◇８～９頁参照 必要

※ 3

8 商工業団体
経営高度化資金 １億 円 2.3% 1.3% 1.0 %

運転資金を含む場合９年以内
設備資金のみの場合10年以内
（いずれも据置６か月以内を含む）

◇商店街振興組合・協同組合等の運営や事業のための資金であること 必要な
場合有

9 緊急特別融資 運転 300万円 1.9% 1.8% 0.1 % 1年６か月以内
（据置６か月以内を含む）

◇年末・年度末に必要となる運転資金であること
◇受付期間　第 1期 11月 1日～ 11月末日　第 2期 2月 1日～ 2月末日
◇いずれかの期間中に 1回限りの申し込みであること

必要な
場合有

10 災害応急資金 運転
設備 500万円 2.1%

１回目 1.8%
２回目 2.1%

１回目 0.3 %
２回目 なし

６年以内
（据置 12か月以内を含む）

◇一定の地域に集中して発生した自然災害により損失を受けた中小企業者であること
◇災害により被害を受けた日から２か月以内に申請すること
◇７頁参照

必要な
場合有

令和８年10月１日現在

〈利子補給の終了事由〉

）照参欄」率利担負区「頁４（。すまれさ助補が部一の子利らか区、は度制資融の部一 　 支給方法の詳細は、金融機関にお
問い合わせください。
　なお、過払いが発生した場合には、金融機関を通じて過払い発生時に遡って返還していただきます。

最新の情報はホームページでこ確認ください。

る場合もありますので、最新の情報はホームページでご確認ください。世田谷区中小企業融資あっせん制度一覧

《※１》太陽光発電設備、太陽熱利用システム、蓄電池、エコカー等、対象機器については気候危機対策課（電話 03-6432-7130）へご照会ください。

●政府系金融機関の融資制度をご利用の方は、次の利子補助制度を設けています。

小規模事業者経営改善資金融資制度（マル経融資） 日本政策金融公庫から当融資を受けた区内小規模事業者
新事業育成資金 日本政策金融公庫から新事業育成資金の融資を受けた区内中小企業者

準工業地域保全資金 日本政策金融公庫から融資を受けて準工業地域内に事業用施設のための土地を購入した
区内中小企業者

公衆浴場施設整備資金 日本政策金融公庫、商工組合中央金庫または東浴信用組合から融資を受け、東京都の公
衆浴場施設整備資金利子補助制度を受けている区内公衆浴場経営者

施設設備近代化資金 中小企業の経営の近代化または合理化のための設備資金

小規模企業者景気対策緊急資金（倒産防止特別融資） 不況により事業継続に多大な影響を受けている小規模事業者（審議会で審議のうえ、あっ
せんの可否を決定します）

●世田谷区の融資あっせん制度では、次の制度も設けています。詳細は、お問い合わせください。

●利率は令和８年 4月 1日現在のものです。年度途中で変わ

次の事由が生じた場合、利子補給を終了します。
・法人が本店登記を区外に移したとき（住所移転日に終了）、法人を解散したとき（清算結了登記日に終了）
・個人が主たる事業所（全収入のうち過半が生じる店舗･事務所等）を区外に移したとき（住所移転日に終了。ただし、
事業主の住所が区内にある場合は、利子補給を継続）や閉店・廃業したとき（閉店日、廃業日に終了）
・一括繰上完済をしたとき
・代位弁済があったとき（期限の利益喪失日に終了）
・世田谷区制度融資取扱支店以外へ取引口座を移管したとき
・申し込み内容に偽りがあったとき
・事務所の形態をバーチャルオフィスに変更したとき

●責任共有制度
　信用保証協会が保証人となる融資の場合に、保証協会と金融機関が責任を共有することで、より一層適切な中小企業支援を行うことを目的とした制度です。

●責任共有制度の対象外の保証について
　「小口零細資金」、「創業支援資金」のうち、責任共有制度対象外保証となる融資については保証協会が100%保証します。

融資名 資金使途 限度額 名目利率 区負担利率 利用者負担利率 返済期間 追加要件 信用保証 その他

利子補給

融　資　名 対　　象

融　資　名 対　　象
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必要書類等（創業支援資金を除く）

区分 法人 個人

〕
通
共
〔
換
借
・
備
設
・
転
運

１ □
発行受付票（融資あっせん・経営安定関連（セーフティネット）認定用）
（金融機関代行申請の場合は、金融機関代行票も必要です。）
➡公社ホームページよりダウンロード可

２ □ 融資あっせん申込書　➡公社ホームページよりダウンロード可

３ □
前期分の法人税確定申告書・決算書（一式）のコピー

：目種（細詳ルーメ知通信受はたま印付受署務税 ＊
法人税）のあるもの。（※１）

令和７年（2025年）分の所得税確定申告書・青色申告決
算書または白色申告収支内訳書（一式）のコピー（※１）

）２※（。のもるあの）税得所：目種（細詳ルーメ知通信受 ＊

４ □
法人都民税と法人事業税（都税）の
前期１年間分（※３）の
領収証書または、納税証明書

住民税（区市町村民税）（※４）と
個人事業税（都税）（※５）の
領収証書または、納税証明書

５ □ 履歴事項全部証明書（3か月以内に法務局が発行し
たもの）

住民票（発行日から３か月以内）または、運転免許証
の写し（両面）、マイナンバーカードの写し（表面）
のいずれか

６ □ 返信用封筒（角型 2号、返信先宛名を明記、切手不要）

〕
加
追
〔
備
設

１ □

当該設備に係る見積書
見積有効期限内のもの（記載のない場合発行日から 3か月以内）

宛名は申込者（法人の場合は法人名、個人の場合は個人名　＊「屋号」不可）であること

２ □
店舗・事業所を借りる場合は、賃貸借契約書または重要事項説明書

）名人法は合場の人法（者込申が人借賃 

３ □ 自宅の一部を事業用に用いている場合は、事業用と自家用部分とが区別でき、面積を記入した図面等

４ □
自宅兼賃貸住宅の場合、不動産所得用決算書の減価償却費の明細書（※６）
（明細書に記載されている貸付割合を見積額で乗じた額を融資対象とするため）

　融資あっせん申込書および、下記必要書類等（コピー）をご提出ください。
　申込者の状況により、記載以外の書類の提出を求める場合があります。（試算表や事業所等の新設・移転の場合の事業計
　画書等）
　融資別追加必要書類は 7頁参照。

（※１）令和８年度（2026年度）分の申告終了の場合は令和８年分の所得税確定申告書、青色申告決算書または白色申告収
　　　　支内訳書（一式）が必要です。令和９年３月16日以降の申込みは、令和８年分が必要です。
（※２）税務署の受付確認ができない場合は、以下①②のいずれかの書類が必要です。
　　　　①法人→法人税の納税証明書（その２）
　　　　　個人→所得税の納税証明書（その２）
　　　　②税務署配布のリーフレット（申告書等の提出について）
（※３）・確定申告後税額に変更があリ納税した場合は、納税証明書が必要です。
　　　　・中間納税し還付のあった場合は、その領収金額と還付金額がわかる書類が必要です。
（※４）・住民税は１年分（７頁の「必要な証明期間」）について納税状況の確認をします。住民税を世田谷区外の区市町村
　　　　　にお支払いの場合でも納税状況を確認させていただきます。
　　　　・令和７年度（2025年度）が非課税の場合は、非課税年度分の非課税証明書が必要です。（但し、令和８年７月以
　　　　　降の申込みで、令和８年度が非課税の場合は、令和８年度分の非課税証明書が必要となります。）
（※５）個人事業税が非課税の場合は、令和７年（2025年）分に加え令和６年度（2024年）分の確定申告書・決算書一式
　　　　も必要です。
（※６）共有名義の建物で、売上が各々ある場合は連帯債務となり、名義人全員の資料が必要です。














